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議案第１６号 

 

   令和７年度矢吹町一般会計予算 

 

 令和７年度矢吹町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，９５８，４１０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 

「第２表 債務負担行為」による。 

（地 方 債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、８００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの 

  経費の各項の間の流用 

(2) 各項に計上した需用費（食糧費を除く。）及び役務費（保険料を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの 

  経費の各項の間の流用 

 

  令和７年３月７日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 2,574,142

1 町 民 税 889,114

2 固 定 資 産 税 1,423,516

3 軽 自 動 車 税 64,270

4 町 た ば こ 税 184,500

5 入 湯 税 12,742

2 105,020

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 25,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 74,000

3 森 林 環 境 譲 与 税 6,020

3 950

1 利 子 割 交 付 金 950

4 7,100

1 配 当 割 交 付 金 7,100

5 10,000

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000

6 468,000

1 地 方 消 費 税 交 付 金 468,000

7 40,500

1 法 人 事 業 税 交 付 金 40,500

8 14,000

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 14,000

9 8,500

1 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 8,500

10 19,000

1 地 方 特 例 交 付 金 19,000

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

町 税
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（単位：千円）

11 1,913,522

1 地 方 交 付 税 1,913,522

12 1,200

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1,200

13 2,469

1 分 担 金 510

2 負 担 金 1,959

14 85,766

1 使 用 料 79,366

2 手 数 料 6,400

15 1,278,056

1 国 庫 負 担 金 808,484

2 国 庫 補 助 金 464,332

3 国 庫 委 託 金 5,240

16 707,545

1 県 負 担 金 381,345

2 県 補 助 金 290,495

3 県 委 託 金 35,705

17 40,097

1 財 産 運 用 収 入 10,097

2 財 産 売 払 収 入 30,000

18 136,913

1 寄 附 金 136,913

19 133,216

1 基 金 繰 入 金 133,216

20 100,000

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

財 産 収 入

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

款 項 金　　　　　額

地 方 交 付 税

-3-

-3-



（単位：千円）

20 1 繰 越 金 100,000

21 144,414

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 3,000

2 町 預 金 利 子 100

3 雑 入 141,314

22 168,000

1 町 債 168,000

7,958,410歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

町 債

款 項 金　　　　　額

繰 越 金
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歳   出 （単位：千円）

1 96,452

1 議 会 費 96,452

2 1,276,420

1 総 務 管 理 費 1,091,964

2 徴 税 費 113,828

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 39,053

4 選 挙 費 17,971

5 統 計 調 査 費 13,028

6 監 査 委 員 費 576

3 2,284,283

1 社 会 福 祉 費 1,047,304

2 児 童 福 祉 費 1,236,979

4 880,932

1 保 健 衛 生 費 610,397

2 清 掃 費 242,535

3 水 道 費 28,000

5 1,700

1 労 働 諸 費 1,700

6 495,951

1 農 業 費 463,989

2 林 業 費 13,799

3 遊 水 地 対 策 費 18,163

7 118,454

1 商 工 費 118,454

8 602,582

1 土 木 管 理 費 34,768

商 工 費

土 木 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

民 生 費

総 務 費

款 項 金　　　　　額

議 会 費
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（単位：千円）

8 2 道 路 橋 り ょ う 費 257,542

3 河 川 費 576

4 都 市 計 画 費 254,440

5 住 宅 費 55,256

9 286,391

1 消 防 費 286,391

10 1,136,158

1 教 育 総 務 費 228,993

2 小 学 校 費 80,926

3 中 学 校 費 101,185

4 幼 稚 園 費 286,074

5 社 会 教 育 費 288,242

6 保 健 体 育 費 150,738

11 0

1 農 業 施 設 災 害 復 旧 費 0

12 759,087

1 公 債 費 759,087

13 20,000

1 予 備 費 20,000

7,958,410

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

災 害 復 旧 費

公 債 費

教 育 費

消 防 費

款 項 金　　　　　額

土 木 費
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第 ２ 表　債務負担行為

事　　　　　　　項 期　　　　間 限　　　　度　　　　額

自　令和７年度

至　令和１１年度
大 正 ロ マ ン の 館 指 定 管 理 料 ４，１６６千円
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第 ３ 表　地方債

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 債 900
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策
事 業 債 （ た め 池 ）

20,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

土 地 改 良 施 設 事 業 債 16,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

農 地 整 備 事 業 債 3,300
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 67,300
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

排 水 路 整 備 事 業 債 3,700
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）
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起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

公 営 住 宅 改 修 事 業 債 2,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

防 災 基 盤 整 備 事 業 債 2,200
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

緊 急 防 災 減 災 事 業 債 3,600
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

学校教育施設等整備事業債
（ 中 学 校 ）

28,500
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

給 食 施 設 整 備 事 業 債 2,700
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

学校教育施設等整備事業債
（ 小 学 校 ）

2,600
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）
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起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

公共施設等適正管理推進
事 業 債 （ 社 会 教 育 施 設 ）

2,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 域 活 性 化 事 業 債 13,200
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）
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議案第１７号 

 

   令和７年度矢吹町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和７年度矢吹町国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，５８７，６９６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用 

 

  令和７年３月７日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 304,464

1 国 民 健 康 保 険 税 304,464

2 56

1 手 数 料 56

3 1

1 国 庫 補 助 金 1

4 1,119,779

1 県 補 助 金 1,119,778

2 財 政 安 定 化 基 金 支 出 金 1

5 61

1 財 産 運 用 収 入 61

6 160,223

1 他 会 計 繰 入 金 117,857

2 基 金 繰 入 金 42,366

7 1

1 繰 越 金 1

8 3,110

1 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 2,004

2 受 託 事 業 収 入 1

3 雑 入 1,105

9 1

1 財 政 安 定 化 基 金 貸 付 金 1

1,587,696歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

町 債

繰 入 金

繰 越 金

県 支 出 金

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

国 民 健 康 保 険 税
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歳   出 （単位：千円）

1 34,970

1 総 務 管 理 費 33,910

2 徴 税 費 927

3 運 営 協 議 会 費 133

2 1,110,205

1 療 養 諸 費 971,111

2 高 額 療 養 費 132,290

3 移 送 費 201

4 出 産 育 児 一 時 金 5,003

5 葬 祭 諸 費 1,400

6 傷 病 手 当 金 200

3 394,539

1 医 療 給 付 費 分 265,313

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 92,732

3 介 護 納 付 金 分 36,494

4 1

1 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1

5 39,652

1 特 定 検 診 診 査 等 事 業 費 23,913

2 保 健 事 業 費 15,739

6 63

1 基 金 積 立 金 63

7 103

1 公 債 費 102

2 財 政 安 定 化 基 金 償 還 金 1

8 3,163

公 債 費

諸 支 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 険 給 付 費

款 項 金　　　　　額

総 務 費

-13-

-13-



（単位：千円）

8 1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 3,162

2 延 滞 金 1

9 5,000

1 予 備 費 5,000

1,587,696

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額

諸 支 出 金
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議案第１８号 

 

   令和７年度矢吹町土地造成事業特別会計予算 

 

 令和７年度矢吹町土地造成事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３７３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２０，０００千円と 

定める。 

 

  令和７年３月７日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 373

1 繰 越 金 373

373歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

繰 越 金

歳   出 （単位：千円）

1 373

1 土 地 造 成 事 業 費 373

373歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額

土 地 造 成 事 業 費
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議案第１９号 

 

   令和７年度矢吹町介護保険特別会計予算 

 

 令和７年度矢吹町介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６５７，３９２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用 

 

  令和７年３月７日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 343,000

1 介 護 保 険 料 343,000

2 1

1 手 数 料 1

3 364,188

1 国 庫 負 担 金 262,537

2 国 庫 補 助 金 101,651

4 423,371

1 支 払 基 金 交 付 金 423,371

5 237,018

1 県 負 担 金 220,130

2 県 補 助 金 16,888

6 52

1 財 産 運 用 収 入 52

7 279,758

1 一 般 会 計 繰 入 金 268,424

2 基 金 繰 入 金 11,334

8 10,003

1 雑 入 10,002

2 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 1

9 1

1 繰 越 金 1

1,657,392歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

繰 越 金

財 産 収 入

繰 入 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

保 険 料
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歳   出 （単位：千円）

1 49,896

1 総 務 管 理 費 37,305

2 徴 収 費 957

3 介 護 認 定 審 査 会 費 11,525

4 趣 旨 普 及 費 20

5 運 営 協 議 会 費 89

2 1,485,178

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 1,339,719

2 介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費 46,584

3 そ の 他 諸 費 1,299

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 36,103

5 高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 等 費 5,968

6 特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 等 費 55,505

3 116,765

1 介 護 予 防 ・ 生 活 支 援 サ ー ビ ス 事 業 費 82,523

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 377

3 包 括 的 支 援 事 業 ・ 任 意 事 業 費 33,539

4 そ の 他 諸 費 196

5 高 額 総 合 事 業 サ ー ビ ス 費 130

4 52

1 基 金 積 立 金 52

5 501

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 501

6 5,000

1 予 備 費 5,000

1,657,392

諸 支 出 金

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

基 金 積 立 金

地 域 支 援 事 業 費

保 険 給 付 費

款 項 金　　　　　額

総 務 費
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議案第２０号 

 

   令和７年度矢吹町後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和７年度矢吹町後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２８，８０１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

 

  令和７年３月７日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 168,953

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 168,953

2 2

1 手 数 料 2

3 1

1 寄 附 金 1

4 59,289

1 一 般 会 計 繰 入 金 59,289

5 1

1 繰 越 金 1

6 555

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 2

2 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 550

3 貸 付 金 収 入 1

4 受 託 事 業 収 入 1

5 雑 入 1

228,801歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

寄 附 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料
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歳   出 （単位：千円）

1 8,519

1 総 務 管 理 費 8,025

2 徴 収 費 494

2 219,730

1 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 219,730

3 551

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 550

2 繰 出 金 1

4 1

1 予 備 費 1

228,801

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

諸 支 出 金

款 項 金　　　　　額

総 務 費
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議案第２１号

（総則）

　第１条　令和７年度矢吹町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１）給水戸数　　　　　　　　　　　　６，９５５戸

　　　　　（２）年間総給水量　　　　　　１，５７７，５２１ ㎥

　　　　　（３）一日平均給水量　　　　　　　　　４，３２１ ㎥

　　　　　（４）主要な建設改良事業

　　　　　　　　１．配水設備費　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　６０，３００千円

（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　収入

　　　　第１款　水道事業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２９，１８９千円

　　　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９７，２３５千円

　　　　　第２項　営業外収益　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　３１，９５２千円

　　　　　第３項　特別利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２千円

　　　支出

　　　　第１款　水道事業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４５，１５７千円

　　　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１５，８９３千円

　　　　　第２項　営業外費用　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　２６，２１４千円

　　　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０５０千円

　　　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，０００千円

令和７年度矢吹町水道事業会計予算
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（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６６，６５８千円

　　　　は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５，６８２千円、過年度分損益勘定留保資金６０，９７６千円で補てん

　　　　するものとする。）

　　　収入

　　　　第１款　資本的収入　　　　　 　　　 　　　　　　　　　　　　　７２，３０１千円

　　　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０，３００千円

　　　　　第２項　他会計負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２，０００千円

　　　　　第３項　固定資産売却代金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１千円

　　　支出

　　　　第１款　資本的支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３８，９５９千円

　　　　　第１項　建設改良費　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　　６２，５００千円

　　　　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５，４５９千円

　　　　　第３項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０００千円

（企業債）

　第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

配水管布設事業債
　　　　　　千円
　  ６０，３００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場合につ
いてはその債権者と協定するところによる。ただし、水道事業会
計の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償
還又は低利債に借り換えることができる。

（一時借入金）

　第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　（１）営業費用と営業外費用の間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　　　　　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　（１）職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１，９８９千円

（他会計からの補助金）

　第９条　水道事業運営を補助するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１５，０００千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

　第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

　　令和７年３月７日提出

　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　矢吹町長　蛭田 泰昭
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議案第２２号

（総則）

　第１条　令和７年度矢吹町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　第２条　公共下水道事業の業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１）接続戸数　　　　　　　　　　　  　４，６８１戸

　　　　　（２）年間総処理水量　　　　　　１，４３１，０００㎥

　　　　　（３）一日平均処理水量　　　　　　　　　３，９２０㎥

　　　　　（４）主要な建設改良事業

　　　　　　　　１）管渠建設改良費　　  　　   　 　　　　　　　　　１５６，０００千円

　　　　　　　　２）流域下水道建設負担金　　　　 　 　　　    　　　　　５，５００千円

　２　農業集落排水事業の業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１）接続戸数　　　　　　　　　　　　      ６３８戸

　　　　　（２）年間総処理水量　　　　　　    ２０８，５６１㎥

　　　　　（３）一日平均処理水量　　　　　　　　　    ５７１㎥

　　　　　（４）主要な建設改良事業

　　　　　　　　１）管渠建設改良費　　  　　  　　　　　　　　　　　２９，０００千円

令和７年度矢吹町下水道事業会計予算
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（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　収入

　　　　第１款　公共下水道事業収益　　　　　　　　　　　　　　　  　４１３，５３９千円

　　　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３８，０３１千円

　　　　　第２項　営業外収益　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　２７２，５０８千円

　　　　　第３項　特別利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０００千円

　　　　第２款　農業集落排水事業収益　　　　　　　　　　　　　　　  １６２，０９１千円

　　　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　２９，４００千円

　　　　　第２項　営業外収益　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　１３２，６９１千円

　　　支出

　　　　第１款　公共下水道事業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　４１１，１１７千円

　　　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７７，０８９千円

　　　　　第２項　営業外費用　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　３１，５２８千円

　　　　　第３項　特別損失　　　　　    　　　　　　　　　　  　　 　　 　　５００千円

　　　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，０００千円

　　　　第２款　農業集落排水事業費用　　　　　　　　　　　　　　　　１７２，８１４千円

　　　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６２，３５６千円

　　　　　第２項　営業外費用　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　９，３５８千円

　　　　　第３項　特別損失　　　　　    　　　　　　　　　　  　　　　　　　１００千円

　　　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 １，０００千円
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（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１９，８４１千円は、

　　　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７，３１７千円、当年度分損益勘定留保資金１０２，５２４千円で補てんする　　

　　　　ものとする。）

　　　収入

　　　　第１款　公共下水道事業資本的収入　　　　　 　　　 　　　　　３０４，７８７千円

　　　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２８，１００千円

　　　　　第２項　他会計負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　 　　 ２３，０００千円

　　　　　第３項　他会計補助金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　 　　 　　　　０千円

　　　　　第４項　補助金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　４８，１８０千円

　　　　　第５項　負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　５，５０７千円

　　　　第２款　農業集落排水事業資本的収入　　　　　 　　　   　　　１２８，４４０千円

　　　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０７，１００千円

　　　　　第２項　他会計負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　 　　 １１，０００千円

　　　　　第３項　他会計補助金　　　 　　　　　　　 　　　　　　 　 　　　　　　０千円

　　　　　第４項　補助金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１０，０００千円

　　　　　第５項　負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　     ３４０千円

　　　支出

　　　　第１款　公共下水道事業資本的支出　　　　　　　　　　　　　　３８２，１５０千円

　　　　　第１項　建設改良費　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　１６１，５００千円

　　　　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２０，６５０千円

　　　　第２款　農業集落排水事業資本的支出　　　　　　　　　    　　１７０，９１８千円

　　　　　第１項　建設改良費　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　　２９，０００千円

　　　　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４１，９１８千円
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（債務負担行為）

　第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　項

水 洗 便 所 改 造 資 金
利 子 補 給 事 業

水 洗 便 所 改 造 資 金
損 失 保 証

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

公 共 下 水 道 事 業 債
　　　　　　千円
　　４８，０００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場合についてはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、下水道事業会計の都合により
据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償還又は低利債に借り換え
ることができる。

資 本 費 平 準 化 債
（ 公 共 下 水 道 ）

　　　　　　千円
　  １６６，６００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場合についてはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、下水道事業会計の都合により
据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償還又は低利債に借り換え
ることができる。

下水道事業債特別措置分
（ 公 共 下 水 道 ）

　　　　　　千円
　  　８，１００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場合についてはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、下水道事業会計の都合により
据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償還又は低利債に借り換え
ることができる。

期　　　間

自　令和7年度
 至　令和12年度

限　　　度　　　額

10,000千円に対する年利　4.5％以内の元金償還金に係る元金、利子及び遅延利息に対する損
失保証

自　令和7年度
 至　令和12年度

10,000千円に対する年利　4.5％以内の元金償還金に係る利子の総額
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起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

流 域 下 水 道 事 業 債
　　　　　　千円
　    ５，４００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場合についてはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、下水道事業会計の都合により
据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償還又は低利債に借り換え
ることができる。

農 業 集 落 排 水
事 業 債

　　　　　　千円
　  １０，０００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するところによる。ただし、下水道事業会計の都合により据置期
間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償還又は低利債に借り換えること
ができる。

資 本 費 平 準 化 債
（ 農 業 集 落 排 水 ）

　　　　　　千円
　  ９７，１００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場合についてはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、下水道事業会計の都合により
据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償還又は低利債に借り換え
ることができる。
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（一時借入金）

　第７条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　（１）各款の営業費用と営業外費用の間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　　　　　する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　（１）職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１，２５６千円

（他会計からの補助金）

　第１０条　下水道事業運営を補助するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２４０，０００千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

　第１１条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

　　令和７年３月７日提出

　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　矢吹町長　蛭田 泰昭
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損

失
1
0
0

 
1
過

年
度

損
益

修
正

損
1
0
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4
予
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,
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0

 
1
予
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,
0
0
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入

 
 
 
 
 
 
款

 
 
 
 
 
 
項

 
 
 
 
 
 
 
目

予
定

額

 
1
公

共
下

水
道

事
業

資
本

的
収

入
3
0
4
,
7
8
7

 
1
企

業
債

2
2
8
,
1
0
0

 
1
建

設
改

良
債

5
6
,
1
0
0

 
2
流

域
下

水
道

債
5
,
4
0
0

 
3
資

本
費

平
準

化
債

1
6
6
,
6
0
0

2
他

会
計

負
担

金
2
3
,
0
0
0

 
1
他

会
計

負
担

金
2
3
,
0
0
0

3
他

会
計

補
助

金
0

1
他

会
計

補
助

金
0

4
補

助
金

4
8
,
1
8
0

 
1
国

庫
補

助
金

4
8
,
0
0
0

 
2
県

補
助

金
1
8
0

5
負

担
金

5
,
5
0
7

 
1
受

益
者

負
担

金
5
,
5
0
7

 
2
農

業
集

落
排

水
事

業
資

本
的

収
入

1
2
8
,
4
4
0

 
1
企

業
債

1
0
7
,
1
0
0

 
1
建

設
改

良
債

1
0
,
0
0
0

 
2
資

本
費

平
準

化
債

9
7
,
1
0
0

 
2
他

会
計

負
担

金
1
1
,
0
0
0

 
1
他

会
計

負
担

金
1
1
,
0
0
0

3
他

会
計

補
助

金
0

1
他

会
計

補
助

金
0

 
4
補

助
金

1
0
,
0
0
0

 
1
国

庫
補

助
金

1
0
,
0
0
0
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負

担
金

3
4
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受
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担

金
3
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流
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業
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建

設
改

良
債
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還

金
2
2
0
,
6
5
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2
農

業
集

落
排

水
事

業
資
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的
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出

1
7
0
,
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1
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1
建

設
改

良
費

2
9
,
0
0
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1
管
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建

設
改
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2
9
,
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0
0

2
処
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設
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良

費
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2
企

業
債
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還

金
1
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債
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